国家公務員制度改革等に関する報告の骨子
Ｉ　国家公務員制度改革についての基本認識
　１　これまでの改革の経緯を踏まえた留意点
　　・　全体の奉仕者である公務員の人事管理の特性を踏まえ、人事行政の公正確保や労働基本権制約の代償機能の確保の観点からの十分な議論が必要
　　・　制度官庁や各府省人事当局の実務家等の知見を活用して実効性ある制度設計を行う必要
　　・　公務員制度は行政の基盤となる制度であり、改革は広く関係者の合意に基づいて行う必要
　２　今後の国家公務員制度改革の検討に当たっての論点
　　(１)　幹部職員人事の一元管理
　　　　　内閣人事局の役割と各省大臣の組織・人事管理権との調和等を考慮して適切な制度設計を行う必要。中立・第三者機関が選考基準設定等に関与する必要
　　(２)　内閣人事局の設置と人事院の機能移管
　　　　・　級別定数は重要な勤務条件であり、労働基本権制約の下では、級別定数に関する機能は中立・第三者機関が代償措置として担う必要
　　　　・　任用の基準、採用試験及び人事院が所掌している研修は、人事行政の公正確保の観点から特に重要な事務であり、これまでどおり中立・第三者機関が担う必要
　　(３)　自律的労使関係制度
　　　　　本院はこれまで自律的労使関係制度について議論を尽くすべき重要な論点を提起。十分な議論は行われておらず、未だ国民の理解は得られない状況
Ⅱ　人事行政上の諸課題への取組
　１　能力・実績に基づく人事管理の推進
　　(１)　幹部職員等の育成・選抜に係る人事運用の見直し等
　　　　　管理職へは採用年次により一律的に昇任させるのではなく、幹部職員等として必要な能力・適性を判断して選抜を行うなど、能力・適性に基づく人事運用が一層進められるよう各府省に働きかけ
　　(２)　人事評価の適切な実施・活用
　　　　　公務組織の活力を保つためには、各職員の勤務実績が人事評価に的確に反映され、その結果を活用した人事管理を推進する必要。政府における人事評価制度・運用の改善等の検討に協力
　２　採用試験等の見直し
　　(１)　国家公務員採用試験への英語試験の活用
　　　　　平成27年度総合職試験から外部英語試験を導入。本年秋を目途に全体の概要を公表できるよう検討
　　(２)　就職活動時期の見直しへの対応
　　　　　民間の就職活動後ろ倒しを踏まえ、平成27年度試験日程等について検討。平成26年度試験日程の発表と合わせて周知
　３　女性国家公務員の採用・登用の拡大と両立支援
　　(１)　女性国家公務員の採用・登用の拡大
　　　　　女性職員を対象とする管理能力向上のための研修の拡充等の新たな取組を推進
　　(２)　両立支援の推進
　　　　・　本日、配偶者帯同休業制度の導入について意見の申出。育児・介護を行う職員へのフレックスタイム制や短時間勤務制の適用の拡大等について早期に成案を得るよう検討
　　　　・　男性職員の育児休業の取得が進まない要因等を職員の意識調査で把握し、必要な対応を実施
　　　　・　超過勤務の縮減には、厳正な勤務時間管理などが肝要。国会関係業務などは関係各方面の理解と協力を得ながら改善。超過勤務手当については、必要に応じた予算の確保が必要
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